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1.はじめに	 

	 有限な資源の中で生活を成している我々は，健全な

物質循環を可能とする循環型社会の形成を目指す必要

がある．そのためには，資源の採取，消費，廃棄につ

いて定量化することで現状を的確に把握することが重

要である．環境省(2012)1)によると，平成22年度のわが

国の総物質投入量は16.1億トンであり，その半分程度

の7.1億トンが建築物や社会基盤施設などの形で蓄積さ

れていることから，建築物や土木施設は物質循環の把

握において非常に重要である．長岡ら(2009)2)が日本全

国を対象に建築物・道路・下水道に関する統計資料を

利用し，マテリアルストック(Material Stock，以下MS)

を推計した．近年では，田中ら(2013)3)によって建築物，

道路，鉄道，下水道，空港，漁港，港湾，ダムを対象

として，日本国内に蓄積されているMSの推計が行われ

た．既往の研究との比較の中で，推計されている漁港，

港湾施設MSについては，漁港魚場整備法に基づく漁港

と港則法第二条によって定められる港域の範囲にとど

まっており，全海岸施設の一部を対象としている．そ

こで本研究では，海岸法に基づいた海岸保全施設を含

めた沿岸域全体を対象とし，土木施設として蓄積して

いる海岸施設MS推計を拡充した．推計したMSを日本

の社会資本(2007)4)で推計されている資本ストックとの

比較をし，その妥当性を示し，かつ港湾施設MSが経済

活動に与えている影響について検討した． 

２.推計方法	 

2.1	 港湾施設 MSと海岸保全施設 MSの推計	 

	 本研究では港湾施設 MS の経年変化を整理する為

に，国土交通省が国土数値情報にて提供している地

理情報システム(Geographic Information System: GIS)の

港湾施設のデータ 5)と，国土交通省調べの建設年度別

施設数 6)の資料を参考に港湾における施設種類別延長

を求めた．そして，田中ら(2013)3)に記載されている

防波堤と護岸の資材投入量原単位を乗じて経年港湾

MS とした．本研究での推計対象を図-1 の枠で囲っ

ている部分とした．海岸保全施設MSについて，海 

	 	 	  
図-1	 推計対象範囲	 

岸統計に記入されている海岸保全施設調 7)を用いた．

海岸保全施設についても図-1 の枠で囲ってある部分

を対象とし各年代の構造種別延長を整理した．そし

て，求めた資材投入量原単位を乗じて海岸保全施設

MS とした．港湾施設や漁港施設に含まれている護岸，

堤防はストックサービス的に港湾漁港では無い為，

海岸保全施設として推計した． 

2.2既往研究ストックとの比較検討	 

	 港湾施設 MS，海岸保全施設 MS と日本の社会資

本 20074)で推計されているストックとの比較を行っ

た．社会資本ストックの試算方法としては 6 つのパ

ターンがあるが，粗資本ストックをサドンデスの除

去方式と従来法の平均耐用年数を用いて試算されて

いる基本試算ストックを対象とした．日本の社会資

本 20074)で推計されているストックの単位が円であ

る為，双方を 1965年の値を基準として比較した． 

2.3	 ストックと経済活動の関係性評価	 

	 港湾施設 MSと港湾における経済活動を比較し検

討した．港湾の経済活動を示す指標として港湾取扱

貨物量 8)を用いた．比較の為，双方を 1965 年の値

を基準として比較した． 
 
３.結果と考察 

3.1	 港湾施設 MSと海岸保全施設 MSの推計結果	 

	 港湾施設 MS 推計結果を図-2 に示した．各年代

滑らかな増加傾向にあり，港湾施設 MS は 1965 年

に 120百万トン，2005年に 783百万トンとなり，水

中に整備されている防波堤の方が岸壁より 305百万

トン大きい MSとなる事を把握した．海岸保全施設

MS推計結果を図-3に示した．海岸保全施設MSは 
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図-2	 港湾施設MS	 

 
図-3	 海岸保全施設MS	 

1965 年で 166 百万トン，2005 年で 382 百万トンと

なった．離岸堤は 1965 年以降に多く整備された事

がわかる．港湾施設 MSに比べ MSが 400百万トン

ほど少ない結果となった．これは海岸保全施設の延

長自体は大きいものの，資材投入量原単位に砂・砂

利の項目を完全に把握できていないことが原因の一

つである． 

3.2既往研究ストックとの比較検討	 

	 日本の社会資本 20073)との比較を行った結果を図

-4に示した．港湾施設MSも海岸保全施設MSも同

じような軌跡であるが，結果の規模に相違が存在す

るのは推計した対象施設範囲の問題が考えられる．

海岸保全施設よりも港湾施設の増加が大きい事が双

方の推計から考えられる． 

3.3ストックと経済活動の関係性評価	 

	 港湾施設 MS と港湾貨物取扱量の比較結果を図-5

に示した．1975 年までは港湾貨物取扱量の増加が

大きい結果となっており，日本の高度経済成長の影

響が考えられる．1990 年頃から MS の増加に比べ

て港湾取扱貨物量の増加量が少なくなっている．こ

れは経済活動に対して施設ストックが十分となり，

飽和状態に至っていると考えられる． 

 

４.おわりに	 

	 本研究の結果，海岸施設マテリアルストックは港

湾施設・海岸保全施設合わせて，1965年から2005年 

 
図−4	 港湾施設MS＆海岸保全施設MSと	 

社会資本ストック推計(基準1965年)の比較	 

 

図-5	 港湾施設MSと港湾貨物取扱量(基準1965年)の比較	 

 

にかけて約4倍に増えていると推計した．港湾に関

してマテリアルストックが飽和状態であると考えら

れる．港湾の経済評価を岸壁，防波堤のマテリアル

ストックのみで行っているが，対象外の施設や要因

の影響も受けているため，それらを含めた評価や地

域ごとの特徴を考慮した空間的な評価も検討する必

要がある． 
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